
IT・IoT 導入相談事業利用規約

１ 目的

当規約は、公益財団法人横浜企業経営支援財団（以下、

「財団」という。）が実施する「IT・IoT 導入相談事業」

（以下、「本事業」という。）の利用者に遵守していただく

事項および利用方法、利用条件等を定めたものです。

２ 定義

（１）技術アドバイザー

財団の「技術アドバイザー登録者名簿」に登載されてい

る各分野の専門家を指します（以下、「アドバイザー」とい

う）。

（２）利用者

本事業の利用を希望する方で、横浜市内に事業所・営業

所を有する中小企業者を指します。中小企業者の定義は中

小企業基本法に基づきます。

３ 相談内容

（１）利用者が本事業において相談できる分野は、IT・IoT

を活用した生産性の向上に関連する内容とします。

（２）次のような内容は、本事業で相談可能な対象となりま

せん。

ア 書類作成等単なる実務的作業と考えられるもの

イ 単なる語句の意味を問うもの

ウ その他、利用者の自助努力で行う範囲と財団が判断し

たもの

４ 利用申込

（１）利用者は、財団の指定する相談票あるいは財団ウェブ

サイトの申込システムで、相談実施希望日の１週間前まで

に利用申込みをするものとします。

（２）利用者は、本規約に同意した上で相談１回ごとに申込

むものとします。

５ 利用料および回数

利用者は本事業を無料で利用できます。ただし利用回数

は当該年度内に３回を上限とします。

６ 相談の実施

（１）相談実施場所

原則として課題が発生している場所とし、横浜市内に

限定します。

（２）相談時間

平日の午前９時から午後５時までの間で、相談場所と

の往復所要時間を含め概ね半⽇とします。ただし国⺠の

祝日および１２月２９日から 1月３日は除きます。

７ プライバシーポリシー

（１）財団は、利用申込を通じて収集した個人情報を「情報

公開に関する規程」および「情報の保護に関する要綱」

に基づき適正に管理し、財団規則に基づく開示請求があ

った場合、本人の同意があった場合、その他特別の理由

のある場合を除き第三者に提供しません。

（２）財団は、本事業を通じて収集した個人情報を、相談対

応にかかる本人への連絡、担当アドバイザーへの情報提

供等、本事業の円滑な運営等のために利用します。

（３）アドバイザーは、業務上知り得た秘密を他に漏らしま

せん。その任務を退いた後も同様とします。

９ 自己責任の原則

（１）アドバイザーは利用者の状況に応じて最適のアドバイ

スを行うよう努めますが、提案の採否は利用者が自己の

責任において決定するものとします。アドバイザーによ

り第三者の紹介等があった場合も同様とします。

（２）アドバイザーと個別に契約を結び業務を依頼すること

等はこれを妨げるものではありませんが、個別契約や依

頼等の結果生じたトラブル等について財団は一切責任を

負いません。

（３）利用者が本事業の利用に際し、他の利用者または第三

者に損害を与えた場合、利用者は自己の責任においてこ

れを処理・解決するものとします。

10 禁止事項

（１）利用者は本事業の利用に際して、次に定める行為を行

ってはならないものとします。

ア 相談内容あるいは自己の情報を偽る行為

イ 第三者の著作権およびその他の権利を侵害する行為

ウ 第三者の誹謗、中傷および公序良俗に反する行為

エ 虚偽の情報を発信する行為

オ アドバイザーの了解なく、アドバイザーが公開してい

るプロフィール以外の住所、電話番号等個人情報を他

人に漏らす行為

カ 本事業における相談に関して、アドバイザーに金銭や

物品等を供与したり、特別な便宜をはかる行為

キ 本事業に対する妨害行為ク その他、財団が不適切と

判断した行為。

（２）利用者が故意または過失により本事業の運営等に障害

をもたらした場合、当該利用者は財団に対し損害を賠償

しなければならないものとします。

11 運営の停止

（１）財団は災害等の不可抗力その他の理由により本事業の

運営を中断・停止または廃止することがあります。

（２）本事業は当該年度の財団予算の範囲内で実施するもの

とし、予算の執行状況により、年度の途中であっても財

団は本事業の運営を停止することがあります。

12 免責事項

財団は利用者が本事業を利用した結果損害を受けた場合

でもその責を負いません。

13 規約の変更

財団は利用者の承諾を得ることなく当規約を変更するこ

とがあります。その場合、利用者は引き続き本事業を利用

することによって規約の変更を承諾したものとみなしま

す。

14 管轄裁判所利用者と財団との間で訴訟の必要が生じた場

合、財団本部所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とし

ます。


